













回収率 : 89.4 % (42/47) 
地方別の回収状況
発送数 回収数 同収率
北海道東北 7 7 loo.aも
関東 7 7 100.0% 
中部 10 8 80.0% 
近畿 6 6 100.0"10 
中国四国 9 7 77.8% 
九州 8 7 87.5% 
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1、1969年以前 0.0 %( 0) 5、1990年代前半 14.3 %( 6) 
2、1970年代 9.5 %( 4) 6、1990年代後半 11.9 %( 5) 
3、1980年代前半 7.1 %( 3) 7、増えだした時期は特にない 16.7%( 7) 
















2、河川敷 14.30/0 ( 6) 
3、谷間 26.2%(11) 
4、山の中腹 0.0%( 0) 
5、休耕農地 26.2司令(10
6、砂石などの採掘場跡地 40.5%(17) 
7、鉱山などの鹿坑 0.0% ( 0) 
8、インターチェンジ付近 16.7%( 7) 
9、宅地周辺 35.7%(15) 
1 0 、工業団地周辺 59.5%(25) 
1 1、都道府県の境界付近 21.4%( 9) 
1 2、その他 23.8% (10) 
1 3、中間処理施設は存在しない 0.0%( 0) |無回答 1 1.~も( 5) 
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B 最終処分場
1、市町村の境界付近 33.30/. (14) 
2、河川敷 7.1% ( 3) 
3、谷間 69.0010 (29) 
4、山の中腹 45.2'l1. (19) 
5、休耕農地 19.0'l. ( 8) 
6、砂石などの採掘場跡地 33.3% (14) 
7、鉱山などの廃坑 2.4'l1. ( 1) 
8、インターチェンジ付近 7. 1 'lIo ( 3) 
9、宅地周辺 14.3%( 6) 
1 0 、工業団地周辺 16.7% ( 7) 
1 1、都道府県の境界付近 16.7%( 7) 
1 2、その他 23.8'l1. (10) 





1、100カ所以上ある 4.8%( 2) 
2、50'"100カ所未満 4.8% ( 2) 
3、10 "" 50カ所未満 14.3%( 6) 
4、10カ所未満 31.0'l0 (13) 
5、あるが数は不明 31.0% (13) 
6、あるかどうか不明 0.0%( 0) 
7、ない 4.80/.. ( 2) 無回答 9.5%( 4) 
B ミニ処分場
1、100カ所以上ある 2.4% ( 1) 
2、50'"100カ所未満 2.4%( 1) 
3、10'"50カ所未満 7.1% ( 3) 
4、10カ所未満 7.1% ( 3) 
5、あるが数は不明 61.9'l10 (26) 
6、あるかどうか不明 7.1% ( 3) 




1、宅地 9.5%( 4) 
2、工業用地 23.8ちも(10)
3、農業用地 21.40/. ( 9) 
4、公民館、集会所など 0.0%( 0) 
5、学校用地 4.80/. ( 2) 
6、公園、運動場など 31.00/. (13) 
7、更地のまま 64.3%(27) 









1、当該市町村からの要望 11.9%( 5) 
2、周辺市町村からの要望 0.0%( 0) 
3、周辺住民の陳情 19.0%( 8) 
4、住民同意書の不備 7.1% ( 3) 
5、業者についての審査の結果 11.9% ( 5) 
6、受入品目の安全性の問題 4.8% ( 2) 
7、都道府県外からの流入規制に抵触 0.0.10 ( 0) 
8、環境保全計画の審査の結果 2.4悦(1) 
9、住民や市町村との安全協定の不備 0.0%( 0) 
1 0 、その他 7.10/0 ( 3) 
1 1、この数年は申請がなかった 2.4% ( 1) 
1 2、許可保留ないし不許可の例なし 33.30/. (14) 
回答なし 28.6%(2) 
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0.0% ( 0) 
28.60/. (12) 
14.3% ( 6) 
7.10/0 ( 3) 
0.0%( 0) 
11.9% ( 5) 
5、ごみ受け入れ反対(拒否)宣言、処分場立地反対宣言など
6、他都道府県からの廃棄物流入に対する禁止や制限など














21.4% ( 9) 
31.00/0 (13) 
21.40/. ( 9) 
33.30/. (14) 
69.0%(29) 
9.5% ( 4) 
問15、産業廃棄物に関して、貴都道府県では、不法投棄の問題がどの程度発生している
か、昨年(平成8年)度の発生件数を教えてください。
1、回答あり 83.3% (35) (数値は別記の表を参照)
3、不明 7.1%( 3) 
発生なし 2.40/. ( 1) 








A 野焼き処分 16.7./0 23.7% 7.1% 23.8'% 0.00/. 7.1% 
B廃棄物の流出、飛散 2.4宅令 9.5010 21.40/. 21.4% 4.8% 9.5% 
C 悪臭の飛散 0.0司令 9.5% 21.4% 21.4% 2.4写也 14.3% 
D 地下水や公共水の汚染 2.4号ら 4.8% 11.9.1. 23.8% 11.9% 11.9% 
E 不法、不適正な焼却 4.8% 16.7% 11.9"，. 23.8% 4.8% 11.9% 
F 許可品目外廃棄物搬入 0.00/. 9.50/. 21.40/0 19.0"'0 2.4'% 21.40/. 
G その他( 4.8% 4.80/. 2.4% 7.1% 9.5% 





かなり効 少しは効 あまり効 かった
果あった果あった果なかった
A 行政代執行による応急処置 4.8司令(2) 9.5.1. ( 4) 0.0% ( 0) 61.9% (26) 
B 営業禁止・停止などの処分 47.6"，. (20) 31.0"'0 (13) 0.00/. ( 0) 7.1 % ( 3)
C 業者への命令・勧告・指導 33.30/. (14) 52.4% (22) 4.8% ( 2) 0.0-/0 ( 0) 
D 自治体による環境測定や監視 23.8% (10) 45.20/. (19) 4.8弘(2) 11.9"，. ( 5) 
E 住民による監視制度 4.8% ( 2) 19.00/0 ( 8) 0.0%( 0) 57.10/. (24) 
F その他 7.10/. ( 3) 7.1% ( 3) 0.0% ( 0) 0.00/0 ( 0)
無回答 9.5%( 4)'" 19.0%( 8) 
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2.4'Y. ( 1) 
7.1'Y. ( 3) 
4.8% ( 2) 
7.1'Y. ( 3) 
5、1990年代前半 9.5%( 4) 
6、1990年代後半 4.8'Yo ( 2)







1、行政処分の適用の厳格化 40.70/. (17) 
2、住民による監視制度の強化 14.3% ( 6) 
3、自治体による定期監視の強化 69.0%(29) 
4、警察による巡視や摘発の強化 14.3% ( 6) 
5、市町村や業者団体との連絡 50.0%(21) 
6、排出企業への指導の強化 40.5% (17) 
7、自社処理(処分)場の規制強化 0.0%( 0) 
8、行政による優良処理業者の育成 11.9%( 5) 
9、マニブェスト制度の徹底 21.4~o ( 9) 
1 0 、最終処分場の滑設 4.8'Y. ( 2) 
1 1、その他 9.5%( 4) 





問題化 の可能性 になりうる にならない
A焼却によるばい煙や粉じん 35.7OV. (15) 4.8% (2) 21.4%， ( 9) 9.5OV. (4) I 
B焼却によるダイオキシンの発生 38.1''10 (16) 16.7% ( 7) 19.0% ( 8) 2.40/. ( 1) 
C有害物質や重金属による水質汚染 19.0%(8) 2.4% (t) 45.2弘 (19)
D有害物質や重金属による土壌汚染 14.3%(6) 7.101 (3) 45.2OVo (19) 4.8% (2) I 




A 焼却炉のダイオキシン規制 14.3% ( 6) 19.0%( 8) 21.4% ( 9) 28.60.4 (12) 
B 焼却処理量の抑制 9.5% ( 4) 2.4% ( t) 11.9% ( 5) 64.3%(27) 
C より安全な処理処分への技術 4.8%( 2) 0.0% (0) 33.3% (14) 45.2%(削|
D 定期的な立ち入り検査 69.00/. (29) 9.5% ( 4) 11.9"10 ( 5) 2.4% ( 1) 
E 水質や大気の環境測定 59.5今も(25) 4.8%( 2) 19.0% ( 8) 9州 4)I 
F 住民への環境データ情報公開 16.7%( 7) 9.5% ( 4) 21.4% (9) 31.0% (13) 
G その他( o.oo;.( 0) 0.0% ( 0) 2.4"10 ( t) 2.4%( 1) 
無回答 7.1%( 3)"" 21.4%( 9) 
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問22 貴都道府県では、この数年の聞に、産業廃棄物の処理処分に関する住民からの苦
情や反対がありましたか。それぞれについてお答えください。
数件以上 多少ある ない 不明
ある
A 操業中の施設に対する苦情 59.5% (25) 28.6~ø (12) 0.0% ( 0) 2.40/'0 ( t)
B 施設の建設計画に対する反対 54.8ちも(23) 35.7号色(15) 0.0% ( 0) 0.0% ( 0) 
C 産廃の不法投棄に対する苦情 64.3~0 (27) 26.2~0 (11) 0.00/'0 ( 0) 0.00/'0 ( 0)I 









3、生活水の汚染への不安 73.8% (31) 
4、産廃施設の立地や建設における手続きの不透明性 33.3% (14) 
5、産廃問題を扱う全国的な活動団体の影響 33.3%(14) 
6、マスコミによる産廃問題の大きな扱い 幻.40/'0(22) 








0.0% ( 0) 無回答 9.5% ( 4) 
間25 住民からの苦情や反対の中で、一つの問題に対する苦情が繰り返されたり、継続
的な運動が起とされた事例は、ありますか。
1、ある 66.7% (28) 2、ない 16.7% (7) 






A電気・ OA機器 76.2%(32) 0.0% 2.4~0 (t) 2.4~o (t) 0.0% 0.0% 
B自動車 76.2% (32) o.o~也 4.8% (l) 0.0./0 0.0% 0.0% 
C建設廃材 42.9% (18) 0.0% 4.8% (l) 33.30A， (14) 。.00A，
D医療機材、器具 59.5% (25) 0.0号も 2.4%(1) 19.00/. (8) 0.0% 0.0悦
E工業用化学薬品 54.8% (23) 0.0% 0.0% 23.8%(10) 0.0% 0.00;' 






A電気・ OA機器 64.3%(l7) 21.40A， (9) 33.3% (14) 47.6% (20) 4.8% (2) 47.60A， (l0) 
B自動車 64.3% (27) 21.4% (9) 35.7% (15) 42.9~. (18) 4.8% (l) 47.6% (20) 
C建設廃材 47.6% (l0) 19.0% (8) 23.8~. (10) 54.8% (23) 2.4% (1) 40.5% (17) I 
D医療機材、器具 59.5% (l5) 19.0~o (8) 31.0悦(13)52.40A， (22) 2.4% (t) 33.3~o (14) 
E工業用化学薬品 59.5% (25) 19.0% (8) 28.6% (12) 54.8% (23) 2.4~0 (1) 33.30/. (14) 
無回答 19.0%(8) 
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1 産廃業者 85.7% (36) 85.7IY. (36) 4.8IY.( 2) 
2 排出企業 59.5%ω5) 54.8%(23) 28.6%(12) 
3 中間処理業者 11.9% ( 5) 9.5%( 4) 4.8%( 2) 
4 処分場の建設業者 4.8% ( 2) 2.4IY. ( 1) O.OIY. ( 0) 
5 産廃業者の親会社 7.1 % ( 3) 7.1%( 3) 0.0%( 0) 
6 排出企業の親会社 2.4IYo ( t) 2.4010 ( t) 2.4IY. ( 1) 
7 国 2.4% ( 1) O.OIYo ( 0) 31.0~o (13) 
8 自治体 2.4% ( t) 2.4% ( 1) 33.3IYo (14) 
9 産廃業者への融資企業 0.0% ( 0) 0.0% ( 0) 0.0%( 0) 
1 0排出企業への融資企業 2.4% ( 1) 2.4%( 0) O.OIYo ( 0) 
1 1現在の地権者 4.8% ( 2) 21.4IY. ( 9) 64.3% (27) 
1 2その他 7.1%( 3) 4.8IYo( 2) 16.7~仏( 7) 
一





A 県外流入の全面的な規制 11.9-1. 26.2-1. 23.8.1¥， 21.4-1. 
( 5) (11) (10) ( 9) 
B 自社処分場、処理場などに対する規制強化 69.0司令 14.3% 4.8悦 0.00/. 。9) ( 6) ( 2) ( 0) 
C 一般廃棄物最終処分場への産廃の受け入れ 35.7-1. 28.6% 11.9-1. 4.8% 
(15) (12) ( 5) ( 2) 
D 廃棄物処分場に関する情報公開制度の制定 47.6-1. 33.3-10 7.1-1. 0.0% 。0) (14) ( 3) ( 0) 
E 汚染除去費用の専用基金の設立 69.0% 16.7% 2.4-1. 0.0% 
(29) ( 7) ( 1) ( 0) 
F 汚染除去に関して厳格責任・連帯責任を伴 57.1 % 31.0% 0.0-1. 0.00/0 
う法制度(スーパーファンド法の責任原則) (24) (13) ( 0 ( 0) 
無回答 11.9% (5).... 19.併も(8)
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A 産廃は排出された都道府県内で処分すべき 52.4司令(22) 31.0ちも(13)
B 施設の許認可には周辺住民の合意が不可欠 52.4司令(22) 26.2% (11) 
C 現在のマニブエスト制度は実効性に乏しい 50.00;. (21) 31.00;0 (13) 
D 自都道府県内では今後も処分場増設が必要 73.8%(31) 11.9010 ( 5) 
E 廃棄物問題では、地方の負担がより大きい 76.2%(32) 7.1 % ( 3)
F 市町村長にも産廃施設の許認可権が必要 11.9% ( 5) 61.9% (26) 
G 産廃に関しては、国が担当するのではなく、
都道府県の権限を強めるべきである 38.1 % (16) 38.10;. (16) 
H 産廃施設の立地に対しては、公共関与を
進めていくべきである 69.0% (29) 14.30;. ( 6) 




A 迷惑料や補償金などによる経済効果 16.70;. ( 7) 57.1%(24) 
B 雇用などの促進 33.30;' (14) 45.2% (19) 
C 都道府県内の産業活動の促進 57.1%(24) 21.4% ( 9) 
D 経済効果の少ない土地の有効活用 50.0%(21) 23.8% (10) 





A 大都市と地方との経済的な格差 61.9% (26) 16.7% ( 7) 
B 産業構造の中で生産が重視され
廃棄物が軽視されていること 85.7司令(36) 0.00/. ( 0) 
C 排出元となる大企業の責任分担の少なさ 76.2% (32) 7.1% ( 3) 
D 全国的な使い捨て型の消費の拡大 85.7%，(36) 0.0010 ( 0) 
E 産業廃棄物問題への一般消費者の無関心 73.8%(31) 7.1%( 3) 
無回答 14.3%(6)"" 21.4%(9) 
間33、貴都道府県では、産業廃棄物の減量や適正処理などを進めるために、以下のよう
な施策を導入または検討しておられますか。
導入 導入 導入 予定は
ずみ 計画中 検討中 ない
A固形燃料化などの再利用施設の建設 2.4-;0 (1) 2.4% ( 1) 40.5% (17) 40.5% (17) 
B再資源化のための異業種間交流促進 16.7% (7) 2.4-;0 ( 1) 42.90/0 (18) 26.20/0 (11) 
C排出業者への減量や再資源化の指導 54.8% (23) 11.9% ( 5) 23.8% (10) 0.0% ( 0) 
D産廃施設を含めた全体的な地域計画 19.00/. (8) 9.5% ( 4) 33.3% (14) 26.2% (11) 
E産廃関連住民グ、ループとの協力強化 2.4% (1) 2.4% ( 1) 14.3% ( 6)“.7%(28) 
F海外の産廃行政に関する情報収集 9.5% (4) 4.8% (2) 16.7% ( 7) 57.1%(24) 
Gその他( 2.4% (t) 2.4% (1) 0.0% (0) 0.0% ( 0) 
無回答 9.5%(4) "" 14.3%(6) (Gを除く)
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A 一般廃棄物の担当課 95.2%. (40) 0.0%， 0.0号も 0.0% 
B 環境問題一般の担当課 78.6% (33) 4.8%(2) 11.5% (5) O.O'V. 
C 保健衛生一般の担当課 16.7司令(7) 4.8% (2) 47.60;' (20) 26.2% (11 
D 産業経済関係の担当課 7.1'V. ( 3) 0.0% 50.0% (21) 38.1% (16) 
E その他( 0.0呼も 0.0% 2.4% (1) 0.0010 I 
無回答 4.8%(2) 
VH.最後に、産業廃棄物に関連して、問題だとお考えになっていること、必要だとお感じ
になっているととなどがございましたら、お聞かせください。
(回答省略)
長時間のご協力ありがとうございました。
